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平成２５年３月２７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２４年（行コ）第４８８号不当労働行為救済命令取消，不当労働行為再審

査命令取消等請求控訴事件 

（原審・東京地方裁判所平成２３年（行ウ）第１５８号（甲事件），同年（行ウ）

４６３号（乙事件）） 

口頭弁論終結日 平成２５年２月１８日 

判 決 

控訴人兼被控訴人（１審甲事件被告・１審乙事件被告）（１審被告） 

国 

処分行政庁 

中央労働委員会 

控訴人（１審乙事件原告）兼１審甲事件被告補助参加人（１審乙事件原告） 

Ｘ１ 

控訴人（１審乙事件原告）（１審乙事件原告） 

Ｘ２ 

同 

Ｘ３ 

同 

Ｘ４ 

同 

Ｘ５ 

同 

Ｘ６ 

同 

Ｘ７ 

同 

Ｘ８ 

同 

Ｘ９ 

被控訴人 （１審甲事件原告）兼１審乙事件被告補助参加人（１審甲事件原告） 

東日本旅客鉄道株式会社 

主 文 

１ １審被告国の控訴を棄却する。 

２ １審乙事件原告Ｘ１，同Ｘ２，同Ｘ３，同Ｘ４，同Ｘ５，同Ｘ６，同Ｘ７，

同Ｘ８及び同Ｘ９の控訴をいずれも棄却する。 

３ 控訴費用は，１審甲事件原告東日本旅客鉄道株式会社に生じた費用と１審

被告国に生じた費用の２分の１を１審被告国の負担とし，１審被告国に生じ

たその余の費用と１審乙事件原告らに生じた費用は，１審乙事件原告らの負

担とする。 

事実及び理由 
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第１ 略語 

  略語は新たに定義しない限り原判決の例による。 

  なお，①控訴人兼被控訴人（１審甲事件被告・１審乙事件被告）国は「１

審被告国」と，②控訴人（１審乙事件原告）兼１審甲事件被告国補助参加人

Ｘ１は「１審乙事件原告Ｘ１」と，③控訴人（１審乙事件原告）Ｘ２，同Ｘ３，

同Ｘ４，同Ｘ５，同Ｘ６，同Ｘ７，同Ｘ８及び同Ｘ９は「１審乙事件原告Ｘ２

ら８名」と，④被控訴人（１審甲事件原告）兼１審乙事件被告国補助参加人

東日本旅客鉄道株式会社は「１審甲事件原告ＪＲ東日本」と，それぞれ略称

する。 

第２ 控訴の趣旨 

１ １審被告国の控訴の趣旨 

⑴ １審甲事件について，原判決を取り消す。 

⑵ １審甲事件原告ＪＲ東日本の請求を棄却する。 

２ １審乙事件原告Ｘ１及び１審乙事件原告Ｘ２ら８名の控訴の趣旨 

⑴ １審乙事件について，原判決を取り消す。 

⑵ 中労委が，中労委平成２２年（不再）第６号事件につき，平成２３年

１月１２日付けで発出した命令のうち，初審命令主文を変更した部分を

取り消す。 

⑶ 中労委は，１審甲事件原告ＪＲ東日本に対し，原判決別紙１「請求す

る救済の内容」記載の命令を発せよ。 

第３ 事案の概要 

１ 本件事案の要旨 

⑴ １審甲事件原告ＪＲ東日本は，その就業規則において，従業員に対す

る職務専念義務，服装整正義務（会社が認める以外の胸章等の着用禁止）

を定め，かつ勤務時間中の組合活動を禁止していた。他方，国労は，国

鉄の分割民営化前日の昭和６２年３月３１日に国労バッジ着用指示を出

していたが，平成１４年３月末ころには，勤務時間中に国労バッジを着

用した従業員に対する１審甲事件原告ＪＲ東日本による懲戒処分（バッ

ジ処分）に対して組織として救済申立てをしない方針に転換し，平成１

８年１１月６日，中労委の和解勧告を受けて，バッジ処分に係るものを

含む６１件の不当労働行為救済申立事件について，１審甲事件原告ＪＲ

東日本と和解し，これらの申立てを取り下げた（包括和解）。 

⑵ １審甲事件原告ＪＲ東日本の社員であったＸ１０は，昭和６２年４月

の１審甲事件原告ＪＲ東日本設立時から，勤務時間中に国労バッジを着

用し続けた（単に「国労バッジ（の）着用」「組合バッジ（の）着用」と

いう場合は，いずれも勤務時間中の着用を指す。）。 

  １審甲事件原告ＪＲ東日本は，Ｘ１０の国労バッジ着用行為に対し，

①平成２０年１月２６日付けで出勤停止５日間の処分（本件処分①）を，

②同年１０月３１日付けで出勤停止１０日間の処分（本件処分②）を，

③平成２１年９月２９日付けで出勤停止１０日間の処分（本件処分③）
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を，それぞれ行い（本件各処分），賃金規程に基づき，手当等を減額した。 

  また，１審甲事件原告ＪＲ東日本横浜支社総務部人事課のＹ１副課長

は，平成２０年９月１９日，Ｘ１０に対し，定年退職後の再雇用につい

て，国労バッジを付けていると雇用契約はできない，就業規則を守るな

ら再雇用する等と発言した（再雇用しない旨の発言）。Ｘ１０は，口頭で

再雇用の際は国労バッジの着用を止める旨誓約し，平成２２年３月エル

ダー社員として１審甲事件原告ＪＲ東日本に再雇用され，以後国労バッ

ジの着用を止めた。 

⑶ Ｘ１０は，平成２０年２月１４日，本件処分①につき，神奈川県労委

に対し、不当労働行為に当たるとしてその撤回を求める救済申立てを行

い，その後，本件処分②，③及び再雇用しない旨の発言についても救済

申立ての対象に追加した。 

  神奈川県労委は，平成２２年１月２６日付けで，本件各処分及び再雇

用しない旨の発言が不当労働行為（支配介入）に当たると認定し，①本

件各処分及び本件各処分を理由として行った期末手当の減額の措置をな

かったものとして取り扱い（本件各処分の取消命令部分），②本件各処分

による月例賃金の減額分に相当する額及び期末手当の減額の措置がなか

ったならば支給されるべきであった各期末手当の額と現に支払った各期

末手当の額との差額に相当する額（本件減額分）を支払い（減額分支払

命令部分），③本件減額分に年率５%相当額を加算した額の金員を支払う

こと（加算支払命令部分），④本件各処分及び期未手当の減額の措置が不

当労働行為であると認定された旨記載された文書の手交（本件各処分の

ポストノーティス），⑤再雇用しない旨の発言が不当労働行為であると認

定された旨が記載された文書の手交（再雇用しない旨の発言のポストノ

ーティス。両者を併せて「本件ポストノーティス」という。）を命じる救

済命令（本件初審命令）を発した。 

⑷ １審甲事件原告ＪＲ東日本は，本件初審命令を不服として，平成２２

年２月８日，中労委に再審査申立てを行った。Ｘ１０は，同年８月５日

に死亡したが，Ｘ１０の妻である１審乙事件原告Ｘ１は，救済申立ての

承継を申し出，また，１審乙事件原告Ｘ２ら８名は，本件ポストノーテ

ィスの部分について，救済申立ての承継を申し出た。 

  中労委は，平成２３年１月１２日，①本件各処分は支配介入に当たる，

②再雇用しない旨の発言も，Ｘ１０の組合活動を嫌悪しこれを抑制する

という意図に基づいてなされたとみるのが相当であるが，Ｘ１０の再就

職や死亡により被救済利益は失われ，支配介入の不当労働行為は成立し

ない，③本件ポストノーティスの被救済利益はＸ１０の死亡により消滅

した，④本件ポストノーティスの部分について１審乙事件原告Ｘ２ら８

名の承継は認められない，⑤国労バッジの着用行為は労働組合の正当な

行為とはいえないこと等の諸般の事情を考慮すると，年率５%相当額の加

算を命ずる必要はないとして，⑴本件初審命令の主文を，⒜１審甲事件
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原告ＪＲ東日本はＸ１０に対する本件各処分をなかったものとして取り

扱い（本件各処分の取消命令部分の維持。Ｉ項の１），承継人である１審

乙事件原告Ｘ１に対し，本件各処分による月例賃金及び期末手当の減額

分を支払わなければならない（減額分支払命令部分についての承継を認

めて維持。Ｉ項の１），⒝その余の申立てを棄却する（加算支払命令部分

及び本件ポストノーティスの棄却。Ｉ項の２）と変更し，⑵その余の本

件再審査申立てを棄却する（Ⅱ項）とする本件中労委命令を発令した。 

⑸ １審甲事件は，１審甲事件原告ＪＲ東日本が，本件中労委命令におい

て本件各処分を支配介入と認めた部分は事実誤認であり違法であるなど

と主張して，１審被告国に対し，本件中労委命令のうち，救済命令を認

めたＩ項の１の部分（本件各処分の取消命令部分及び減額分支払命令部

分）の取消しを求めた事案である。 

  １審乙事件は，本件中労委命令のうち，１審乙事件原告Ｘ１が，①加

算支払命令部分及び本件ポストノーティスを取り消した部分（Ｉ項の２）

の取消し，②本件減額分に年率５%相当額を加算した額の金員を支払うこ

と及び本件ポストノーティスを中労委に義務付けることを求め，１審乙

事件原告Ｘ２ら８名が，Ｘ１０の地位を承継したとして，①本件ポスト

ノーティスを取り消した部分（Ｉ項の２）の取消し，②本件ポストノー

ティスを中労委に義務付けることを求めた事案である。 

２ 原審は，１審甲事件について，本件各処分を支配介入と認めることはで

きず，再雇用しない旨の発言も，使用者の意見表明として許容される範囲

内の言動で支配介入とはいえないから，１審甲事件原告ＪＲ東日本の不当

労働行為は認められないとして，本件中労委命令第Ｉ項の１（本件各処分

の取消命令部分及び減額分支払命令部分）及び第Ⅱ項（その余の本件再審

査申立てを棄却した部分）を取り消し，１審乙事件について，①１審乙事

件原告Ｘ２ら８名は，労働委員会での審査手続で当事者となっていなかっ

たから，本件中労委命令の取消しを求める法律上の利益はなく，原告適格

を有しないとして，１審乙事件のうち１審乙事件原告Ｘ２ら８名の訴えを

いずれも却下し，②１審甲事件原告ＪＲ東日本の不当労働行為は認められ

ないから，１審乙事件原告Ｘ１の本件中労委命令のうち加算支払命令部分

及び本件ポストノーティスを取り消した部分の取消しを求める請求は理由

がないとしてこれを棄却し，③上記のとおり，加算支払命令部分及び本件

ポストノーティスを取り消した部分の取消しは認められないので，一審乙

事件原告Ｘ１の加算支払及び本件ポストノーティスの義務付けを求める訴

えは訴訟要件を欠き，不適法であるとして却下した。 

  これに対し，１審被告国は，１審甲事件について控訴し，１審乙事件原

告Ｘ１及び１審乙事件原告Ｘ２ら８名は，１審乙事件について控訴した。 

  当裁判所も，原審と同様な判断をした。 

３ 前提事実（当事者間に争いのない事実，公知の事実及び証拠により容易

に認定できる事実），争点及び争点に関する当事者の主張は，次のとおり改
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めるほかは，原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概要」２～４（原

判決３頁２１行目～２４頁１１行目。別紙を含む。）に記載のとおりである

から，これを引用する。 

⑴ 原判決１０頁初行の「従来とおり」を「従来どおり」に改める。 

⑵ 原判決１１頁７行目の「認め，」の後に「与党からＪＲ各社に対し，国

労の各エリア本部等との話し合いを開始し，人道的観点から国労組合員

の雇用の場の確保等を検討してほしい旨の要請を行うこと，」を加える。 

⑶ 原判決１３頁２３行目の「月例賃金及び期末手当の減額分に」を「月

例賃金の減額分に相当する額及び期末手当の減額の措置がなかったなら

ば支給されるべきであった各期末手当の額と現に支払った各期末手当の

額との差額に相当する額に，」に改める。 

⑷ 原判決１４頁１９行目から２０行目の「支払うこと」の後に「（減額分

支払命令部分）」を，２２行目の「加算すること」の後に「（加算支払命

令部分）」を，同行の「ポストノーティス」の前に「本件」を，それぞれ

加える。 

⑸ 原判決１５頁１３行目の「支配介入に当たるものの」を「Ｘ１０の組

合活動を嫌悪しこれを抑制するという意図に基づいてなされたとみるの

が相当であるが」に改め，１５行目の「成立しない」の後に「，本件ポ

ストノーティスの被救済利益はＸ１０の死亡により消滅した，本件ポス

トノーティスの部分についての１審乙事件原告Ｘ２ら８名の承継は認め

られない，国労バッジの着用行為は労働組合の正当な行為とはいえない

こと等の諸般の事情を考慮すると，年率５%相当額の加算を命ずる必要は

ない」を加える。 

⑹ 原判決１６頁１５行目冒頭に「ア」を加え，２２行目末尾に改行して，

次のとおり加える。 

  「イ １審乙事件原告Ｘ２ら８名は，Ｘ１０の死亡後，本件ポストノ

ーティスに係る救済申立ての承継を中労委に申し出たが，中労委

が１審乙事件原告Ｘ２ら８名の承継を否定するという不当な判断

をした結果，申立人となれなかったものである。民事訴訟におい

ては，権利承継人等がした補助参加や独立当事者参加の申出を否

定する決定がされた場合，参加を申し出た者は即時抗告でその判

断を争うことができる。しかし，労働委員会制度にはそのような

手続は定められていない。つまり，中労委によって承継申出を否

定された１審乙事件原告Ｘ２ら８名にとって，中労委のかかる判

断の当否を争う方法は，本件中労委命令の取消しを求める行政訴

訟の提起以外に存在しない。 

 したがって，中労委に対して，承継の申出をしていた１審乙事

件原告Ｘ２ら８名には，本件訴訟における原告適格が認められる

べきである。」 

⑺ 原判決１９頁初行の「反するとはいえない」を「反するとはいえず，
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使用者との関係では，国労内少数派の組合活動として使用者による支配

介入からの保護を受け得るものであることは明らかである」に改め，５

行目の「国労中央本部等」の前に「平成１４年３月の本件警告文掲出後

も，本件警告文の掲出やＸ１０及び１審乙事件原告Ｘ２ら８名に対する

バッジ処分等について不当労働行為救済申立てをし，平成１８年１１月

５日，」を加える。 

⑻ 原判決１９頁１０行目の「評価しうる。」を次のとおり改める。 

  「評価でき，Ｘ１０の単なる個人的信条に基づく個人的行動に還元す

ることは到底できない。 

(エ ) Ｘ１０のこれら活動は会社の施策・方針には反するものであり，

従前国鉄分割・民営化を巡って国労と厳しく対立してきた１審甲事

件原告ＪＲ東日本が，国労内少数派の中でも最終盤まで国労バッジ

着用や１審甲事件原告ＪＲ東日本を相手方とする不当労働行為救済

申立て等の際立った活動を続けていたＸ１０らを認識し，これらの

活動を嫌悪し続けていたことは明らかである。 

  １審甲事件原告ＪＲ東日本は，平成１４年３月ころ，四党合意や

中労委の和解勧告を受け入れようとする国労執行部が組織として国

労バッジ着用を推進しない方針に方針転換する予定であることを事

前に察知し，この機会に，国労執行部の方針転換に反対し，なおも

国労バッジを着用して１審甲事件原告ＪＲ東日本の方針及びこれと

表立って争わない国労執行部の方針に従わない活動を継続しようと

する国労内少数派としての勢力を一掃しようとして，平成１４年３

月２８日に本件警告文を掲出し，更には従前よりも格段に厳しい処

分を課すことにしたものである。そして，１審甲事件原告ＪＲ東日

本は，このようにＸ１０らの活動を嫌悪してその弱体化ないし制圧

を図ろうとしたからこそ，Ｘ１０に対して，本件各処分という，平

成１４年３月の本件警告文掲出以前の同一理由による訓告処分との

均衡や，国労バッジ着用による業務阻害の程度との均衡，更には他

の非違行為に対する会社の処分との均衡や同業他社の同種行為に対

する処分との均衡のいずれをも著しく欠いた過重な処分を課したも

のと認められる。 

  したがって，１審甲事件原告ＪＲ東日本がＸ１０に対してあえて

本件各処分をした決定的動機は，就業規則違反行為が累積したこと

にあるのではなく，Ｘ１０ら国労内少数派の組合員の活動を嫌悪し

たことにあったといえ，本件各処分は国労の自主的な運営に対する

支配介入を構成する。 

 （甲事件補助参加人（１審乙事件原告Ｘ１）の主張） 

ア １審甲事件原告ＪＲ東日本は，国労内において，国労バッジ着用を

維持しようとする国労内少数派と包括和解に応じようとする執行部派

との内部対立があることを熟知し，国労バッジ着用者に対する処分を
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厳罰化しても国労として強い抵抗はないと考え，平成１４年３月２８

日に本件警告文を掲出し，国労バッジ着用者に対する処分を従来の厳

重注意や訓告などから一気に厳罰化して出勤停止処分を加えるに至っ

たものである。１審甲事件原告ＪＲ東日本による本件警告文の掲出及

びその実行としての本件各処分は，このように厳罰を課しても国労と

しての抵抗は少なく，国労内少数派を孤立させ，弱体化させることに

なることを見越して行ったものであり，正に組合に対する支配介入そ

のものである。 

イ 国労バッジ自体は「ＮＲＵ」との表示しかない小さなもので，国労

バッジ着用について，客から苦情が来たことなど一度もなく，実際に

職場の規律が乱れたことはなく，これが服装整正違反となるというの

は，単に１審甲事件原告ＪＲ東日本の指示に従わないこと自体が規律

違反だという意味にすぎない。 

  このような態様の行為に対するものとして，出勤停止処分に伴う賃

金や手当の減額，定期昇給のカットなどによる甚大な経済的不利益を

伴う本件各処分は過大に過ぎる。」 

⑼ 原判決１９貢１４行目末尾に「このように長期間継続し，あえて１審

甲事件原告ＪＲ東日本による注意指導に反抗するという悪質性に照らす

と，１審被告国が主張する他の非違行為の事例とはその量定において明

らかに事情を異にし，平成１４年３月の時点で組合バッジ着用者が７名

程度（１審甲事件原告ＪＲ東日本は３１４名）という別会社の事情とも

比較できず，処分量定を理由に不当労働行為意思があるということはで

きない。そして，」を加える。 

⑽ 原判決１９頁１９行目の「保護されるものではない。」の後に「なお，

国労が平成１４年３月の本件警告文掲出後バッジ処分に係る係争を止め

たこと，機関誌に「国労バッジを全員つけよう」との記載を載せなくな

ったこと，組織として労働委員会に救済申立てを行っていないこと，Ｘ１

０に対し，勤務時間中の国労バッジの着用を取りやめるよう説得してい

たこと，上記の包括和解において，勤務時間中の国労バッジの着用を組

合員に指示しないことが明確にされたことなどから，国労バッジの着用

が国労の方針に反することは明らかで，国労バッジ着用に係る指示を撤

回する文書が交付されていないことのみをもって，Ｘ１０の国労バッジ

着用が国労の方針に反しないとはいえないし，また，国労は，勤務時間

中の国労バッジ着用を基本的に個人の自由意思に委ねていたにすぎず，

国労が統制の対象としていないことをもって，国労バッジ着用が国労の

方針に反しないことになるものでもない。このように，」を加える。 

⑾ 原判決２０頁３行目の「他にもいたうえ，」を「他にもいたが，全員が

国労バッジを着用していたわけではなく，四党合意等に関して労働委員

会に対して救済申立てを行った者も必ずしも勤務時間中の国労バッジ着

用していたわけではない。Ｘ１０はかかる申立てに参加せず，国労バッ
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ジを着用したのは，分割民営化のときに戸塚駅で仲間が不採用になった

ことに関係するとの趣旨を述べていたうえ，」に改め，６行目末尾に改行

して，次のとおり加える。 

  「 しかも，本件各処分に係るＸ１０の国労バッジ着用は平成２０年

ころのものであるのに対し，四党合意，三党声明は，平成１２年，平成

１４年とその時期が全く異なるのであるから，本件各処分に係るＸ１０

の国労バッジ着用が，四党合意受け入れに反対し，国労執行部の姿勢に

反対・抗議する活動の一環とはいえない。」 

⑿ 原判決２０頁７行目の「ウ」を次のとおり改める。 

  「ウ 本件各処分は，就業規則に則し，職場規律に係る就業規則の定

めを一律，公平に適用した結果であり，繰り返される非違行為に

対して処分量定が加重されるのは，職場規律，業務指示権の確立・

維持の観点からは当然の措置である。」 

⒀ 原判決２０頁９行目の「すぎないのであって，それを超えて，」を「す

ぎない。１審甲事件原告ＪＲ東日本は，引き継いだ国鉄の経営が職場規

律の乱れを原因の一つとして破綻したものであったことなどの会社設立

の事情をふまえ，国鉄の轍を二度と踏むことのないよう，職場規律確立

の一環として，所属組合にかかわらず就業規則に違反する勤務時間中の

組合バッジ着用の禁止を指示，徹底し，バッジ処分を行ったものであり，

本件警告文の掲出及び処分量定の加重の目的は，職場規律の確立，維持

にあることに変わりはなく，国労や国労内少数派を嫌悪して処分を行っ

たものではない。また，四党合意の中心的課題は，ＪＲ不採用者のＪＲ

による救済を求めるもので，１審甲事件原告ＪＲ東日本の方針に反する

内容が明示されており，四党合意の受諾決定をした国労執行部と１審甲

事件原告ＪＲ東日本との方針が共通であったなどということはなく，国

労執行部の方針転換を利用して，国労内少数派の存在を抑制するという

形で，」に改める。 

⒁ 原判決２０頁１２行目末尾に改行して，次のとおり加える。 

  「エ 以上によれば，本件各処分に係るＸ１０の国労バッジ着用は，

労働組合法により保護される組合活動ではなく，単なる個人的な

規律違反行為にすぎないか，もしくは，個人的行為の側面が強く

なっていたのであるから，労働組合法による支配介入から保護さ

れるというものではない。」 

⒂ 原判決２０頁１９行目末尾に改行して，次のとおり加える。 

  「 １審甲事件原告ＪＲ東日本のエルダー社員制度は，希望者全員を

定年後５年間再雇用するというものであるから，再雇用は純然たる新規

雇用契約の締結とは異なる。使用者としての１審甲事件原告ＪＲ東日本

が，Ｘ１０の国労バッジ着用行為に着目し，Ｘ１０ら国労内少数派を孤

立弱体化させることを目的に，再雇用しない旨の発言をしたもので，単

なる意見表明などではなく，支配介入に該当することは明らかである。 
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  これへの救済方法は，１審乙事件原告Ｘ１及び１審乙事件原告Ｘ２ら

８名への文書交付（本件ポストノーティス）以外にはあり得ない。」 

⒃ 原判決２２頁２２行目末尾に改行して，次のとおり加える。 

  「 不当労働行為制度の保護しているものは団結権であるから，労働

者個人の救済も団結権保障の一環としてなされるのであって，かかる原

則を離れた承継が認められるべきものではない。労働契約に基づく労働

者の権利義務は，いわば一身専属的なもので相続の対象とはならないか

ら，Ｘ１０が平成２２年８月５日に死亡したことにより，その保護の対

象であるＸ１０の一身専属権としての団結権は消滅している。 

  固有の救済の利益を有する労働組合が，申立人組合員個人の死亡に伴

い，労働委員会規則５６条１項，３３条１項７号による承継をも求めな

い場合には，もはや，当該事件申立てに係る救済の利益は，死亡申立人

組合員個人の一身専属のものとして，相続人に相続される理由はない。

Ｘ１０の相続人である１審乙事件原告Ｘ１は，１審甲事件原告ＪＲ東日

本との間で団結権を有するものでないから，その原状回復の意味はない

一方，このように解しても，財産的損害があるというのであれば，私法

上の権利の問題として，別途民事訴訟において請求するのに支障はない

から，１審乙事件原告Ｘ１の救済の利益を論ずる必要はない。」 

⒄ 原判決２３頁１行目末尾に改行して，次のとおり加える。 

  「エ 以上のとおり，１審乙事件原告Ｘ１によるＸ１０の地位の承継

は認められないが，不当労働行為の成否と１審乙事件原告Ｘ１の

承継の是非という２争点のうち，前者についての判断を優先して

求める。」 

⒅ 原判決２４頁８行目末尾に次のとおり加える。 

  「１審甲事件原告ＪＲ東日本は，国労組合員に対する配属差別等での

労働委員会の救済命令を履行しないという違法行為を確信犯的に続けて

きた企業であり，国労バッジ着用行為は，１審甲事件原告ＪＲ東日本に

よるこのような不当労働行為に抗議するためになされたもので，やむを

得ない組合活動としての必要性を有していた。国労バッジ着用は，やむ

を得ない組合活動としての必要性が認められ，労務提供義務と支障なく

両立し，業務を阻害することのない行為であるから，「労働組合の正当な

活動」にほかならない。」 

⒆ 原判決２４頁１１行目末尾に改行して，次のとおり加える。 

  「 １審乙事件原告Ｘ１は，Ｘ１０の家族として本件各処分及びそれ

に伴う賃金減額により経済的不利益だけでなく，重大な精神的不利益を

受けてきた。その精神的損害を慰謝する方法は，１審乙事件原告Ｘ１へ

の文書の交付（本件ポストノーティス）以外にはあり得ず，本件各処分

をなかったこととするためには，１審乙事件原告Ｘ１への文書の交付（本

件ポストノーティス）が不可欠である。」 

第４ 当裁判所の判断 
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１ 当裁判所の判断は，次のとおり改め，後記２のとおり１審乙事件原告Ｘ２

ら８名の主張に対する判断を付加するほかは，原判決の「事実及び理由」

の「第３ 当裁判所の判断」１～５（原判決２４頁１３行目～３７頁１４

行目）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

⑴ 原判決２５頁４行目の「労働委員会」から５行目の「であるから」ま

でを「神奈川県労委における審査手続の当事者ではなく，中労委におけ

る再審査手続において，Ｘ１０の死亡後，本件ポストノーティスに係る

救済申立ての承継を申し出たが，承継が認められず当事者とはなってい

ない（甲１，２，乙Ｄ２，丙１）から」と改める。 

⑵ 原判決３４頁２２行目の「はなく（」の後に「四党合意に反対した者

が全て国労バッジを着用していたものでもなく（甲３），」を加える。 

⑶ 原判決３５頁１行目の「被告国」を「１審被告国及び甲事件補助参加

人（１審乙事件原告Ｘ１）」に改め，２行目末尾に改行して，次のとおり

加える。「 なお，１審被告国は，平成１４年３月ころに四党合意や中労

委の和解勧告を受け入れようとする国労執行部が組織として国労バッジ

を着用しない方針に方針転換する予定であることを事前に察知した１審

甲事件原告ＪＲ東日本が，この機会に，国労執行部の方針転換に反対し，

なおも国労バッジを着用して１審甲事件原告ＪＲ東日本の方針及びこれ

と表立って争わない国労執行部の方針に従わない活動を継続しようとす

る国労内少数派としての勢力を一掃しようとして，本件警告文を掲出し，

従前よりも格段に厳しい処分を課すことにしたものであると主張する。 

  しかし，前提事実⑸イで認定したとおり，四党合意はＪＲ不採用問題

についての合意であり，その中に勤務時間中の国労バッジの着用に直接

関わるものはない。また，その内容には，ＪＲ各社に国労組合員の雇用

の場の確保を検討することを要請することが含まれているが，１審甲事

件原告ＪＲ東日本は上記不採用問題については一切妥協的な解決を図る

意図はないことを公言していた（証人Ｙ２）のであり，１審甲事件原告

ＪＲ東日本の方針が，国労執行部が転換しようとする方針と全面的に一

致していたわけでもない。したがって，四党合意等の受け入れや国労の

方針転換の時期と本件警告文の掲出などの時期が一致しているからとい

って，直ちに１審甲事件原告ＪＲ東日本が国労内少数派を嫌悪して本件

警告文の掲出や国労バッジの着用に関しあえて過重な処分をしたとは認

められない。 

  また，四党合意は平成１２年の出来事であり，三党声明は平成１４年

の出来事であるのに対し，本件各処分に係るＸ１０の国労バッジの着用

は，平成２０年以降のことであるから，本件各処分をもって四党合意や

中労委の和解勧告を受けた国労執行部の方針転換に対する国労内少数派

の活動を嫌悪したものというには，あまりに時期が離れすぎているとい

わざるを得ない。」 

⑷ 原判決３５頁１２行目の「事例もあること（証人Ｙ２）」の後に「，同
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種行為に対する処分を訓告処分とした同業他社（西日本旅客鉄道株式会

社）の場合は，バッジ処分を受けた者が平成１４年３月当時７名しかい

なかった（乙Ｅ２）が，１審甲事件原告ＪＲ東日本においては，同時点

でバッジ処分を受けた者が３１４名もいた（前提事実⑷エ(ア)）ことなど，」

を加える。 

⑸ 原判決３６頁１１行目冒頭に次のとおり加えて，改行する。 

  「 証拠（乙Ａ５７，乙Ｃ７）によると，１審甲事件原告ＪＲ東日本

のエルダー社員制度は，定年に達した者のうち，再雇用を希望する者（た

だし，管理職等社員及び役付医療社員を除く。）をエルダー社員として採

用し，原則としてグループ会社等への出向を命ずるというものである。」 

⑹ 原判決３６頁１５行目末尾に「，辻并は第１希望として駅業務関係を，

第２希望として一般清掃関係を希望していたが（乙Ａ５８，５９），出向

先の対象となり得る１審甲事件原告ＪＲ東日本のグループ会社において，

職場規律を乱す，職場管理権を否定するような社員では困るとの要望が

あり，Ｘ１０の出向先を探す上で苦労があったこと（乙Ｃ７）」を，２０

行目から２１行目の「再雇用され」の後に「，希望どおり清掃関係のグ

ループ会社に出向（乙Ｃ７）し」を，それぞれ加える。 

⑺ 原判決３７頁１１行目の「訴え」を「申立て」に改める。 

２ １審乙事件原告Ｘ２ら８名の主張に対する判断 

  １審乙事件原告Ｘ２ら８名は，承継を認めなかった中労委の判断を争う

方法は，本件中労委命令の取消しを求める行政訴訟の提起以外にないから，

本件訴訟における原告適格が認められるべきであると主張する。 

  しかし，仮にその主張が認められるとしても，中労委の判断するとおり，

Ｘ１０の個人申立てである本件ポストノーティスについての救済申立ては，

Ｘ１０に対する不当労働行為に係るものであるから，その被救済利益はＸ１

０のみが有していたものであり，Ｘ１０の死亡により，その被救済利益は

消滅し，１審乙事件原告Ｘ２ら８名によるＸ１０の地位の承継は認められ

ないものと解される。この場合，１審乙事件原告Ｘ２ら８名の請求は理由

がないものとして棄却すべきことになるが，その結論は，１審乙事件原告

Ｘ２ら８名の訴えを却下した原判決よりも１審乙事件原告Ｘ２ら８名に不

利益となり，不利益変更禁止の原則（民訴法３０４条）に触れることにな

る。そうすると，１審乙事件原告Ｘ２ら８名の上記主張が認められるとし

ても，原判決の結論を維持して控訴を棄却することになる。 

３ １審被告国，１審乙事件原告Ｘ１及び１審乙事件原告Ｘ２ら８名は，当

審においても原審と同様の主張をするが，これに理由がないことは，原判

決（前記１のとおり改めた後のもの。）の説示するとおりである。 

第５ 結論 

  よって，原判決は相当であるから，１審被告国，１審乙事件原告Ｘ１及び

１審乙事件原告Ｘ２ら８名の本件各控訴をいずれも棄却することとし、主文

のとおり判決する。 
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  東京高等裁判所第１民事部 

   （別紙 略） 


